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:議文]

福祉 先・財政主導 経済の路 * 

モデノレによる日本経済の 展望-

!ま C めに

現在，滋 る

ある

いは経済政策の、密漁期論H は，これ設でにも

しばしば論壇をにぎわ与をてきたが，現在の認議

は少なくとも 2つの点で従来のそれとは異なっ

た重要性念持っていると怒われる。

1i土，政策目標あるいは政策密

わせの選択さと決定する社会的鍔鐘主主の変化であ

ら

13由化と

として成長可能設に窮

したものであった。すなわ

離久消費対需要の一鑓化といっ

た外的条件や環境の変化，を

これまでのよう

を菌難にするから，日

ればならない，というたぐい

のものはおおむね好ましいものとみ

なされていた。しかし，現段藩で、人々が問題と

しているのは，経済成長の在り方ないし経済成

長の内容であり，最終的に追求されるべきもの

は福祉であって成長そのものではないというこ

とを箆裁が明確に意識し始めている点である。

公筈，過密・選議，住宅，老人，イ γ フレなど

の議毘題の発生は，人々に戎長イコー

いう観念が無条件には成立しないことを強く印

象づけ，撞社に貢献しないなら、反成長P も

さないと L、う3意識が生じてきたととであるo

第 2は，致築関壊を達成する政策手段の選択

に際しての制約条件の変色である。 40年代議半

聖子裕也・深谷昌弘

までの日本経済の運営において護大の制約条件

は言霊祭収支の天井であった。しかし現在では，

しないということが制約条件

ではなくて，逆に外貨の系議を少なくともこれ

以上増加さぜないことの方が問題になってい

る。このような制約条件の変fちは，今後の長議

致策としても， iI:た短期的な景気調整政策と L

ても，財故・金融政策のポリシ… ψ ミッグスの

り方に蜜要な影響を与える。

ヌド論は， このような転換期にある臼本経済が

実際問題として政策によってどのような転換が

どのような速度で実現され得るかということ

を，ヱにこ1ノメトリッグ・モデんによるシミ品レ

…シ宝ンき経験を通じて検討しようとするもので

ある。以下ではまず築工震において，これ設で

の日本藍演の成長パターンを政策転換の必要匙

という寵点から検討する。次いで第2

て，今後の政策が目指すべき基本釣方向および

そのような政策問壊を実褒可能とするような経

るし、は指示計溺〉の在り

L"シミュレーション分析が経済計画の

しい在り方の…潔と

ことを示唆する。第3震では，シミ品レーシ滋

ン実験で費用される r2罷門成長モデルjの基

本的性格を詔介い本分析が設定したシミ;:l..レ

ション e ケースの前提と内容を説明する。第

長室きでは，シミュレ…ション結果の検討を千まな

い，最後に，モデル分析の射謹外にあるとみら

る。

本木掛主p 品古/さ ス ト1972年10n17廷号3 際立件経演研究ペヱγタ…部室1972年吉見158号きの論文を護軍豊に，これまで滑なって

きた受菜室モデルによる…遠のシミ a レーシ忽ン実験の議室長良をとりまとめたものである。



、ものであったが，主要最終需要項目のう

ちでGNPよりも速い成長をみせたのは，段構

設備投資17.3弘政府投資13.5%，繋出14.5%

であった。母方， GNPの成長率を下躍っ

自は，民間消費8.6%と政晴消費5.4%でゐつ

まこ。

第践を I期 (30-35年)， II諮 (35-40年L
蜜期 (40-45年)~と分けて各項目の王子均増加率

をみると， GNPは9.1タム 9.8ガ， 12.1%と

よって加速fとされて舎安全ここ

カ，::;:，0 この 3

%， 8.7弘 21.2%と 2

受けて第耳撲に大きく蕃ち込みをみせたが，他

の2つの期間は20%台の芸名、成長宅ピ示した。これ

に対して，政府投資は13.8%，16.0%， 10.9% 

と対照的な動きを示し，最も高い伶び率をみせ

たのは民間設備投資が落ち込んだ第百認であっ

た。このことは，政府投資が主と

設資の変欝によって引き鵡とされた景気変動を

政策手段として務用されてきたこと

意味するが，同時に全期聞にわたる

B本経済が設える

として，需給ギャッブ，

ャッブ，福主u:ギャッブ〈成長と福祉のか

の3つのギャッブの解消毒ど提示したが，

Zつも結局において福託ギ?ツブにつ

る問題であり，われわれが取り組支ねばならぬ

究撞かつ根本的な課題は，窪設ギャッブにある

と言える。

そこで玄ヲ t制なキヤツ

の成長パターンとどのよう

かを，マグ口経済指標によって検討してみる。

というのは，語社ギ?ツブという授点から退去

の成長パターンを検討してみることは，将来の

成長パタ}ンの葺tEしい姿のイメージの穣絡を

われわれに与えてくれるからであるo

表 1比昭和30年変から

自の伸び率と権成比を読

したものである。この期龍，

CGNP)の平持成長率は10.3%というきわめ

-47 -f飯山康;t.

高度成長パターンと政策総換の必要性

1~73‘ 3 

これまで、

っている

〈10長室F三 %， 5百〉

40-45 I 30-45 I 
平均!平均!

1 

17.3 
16.4 

13.5 
7.8 

8.6 
57.1 

9.1 
52.91 

ぎ
中
日
比
一
溶
剤
率
一
兆
(
十
軒
利
一
十
む
比
一
点
率
比
一

5
2

E富民総生

前年度増加

成

実策定開設

前年度

塁走

実質政

前 年

樽

実質民間 消

前年度考加

成

実質政府消

年度増加

塁走

投

方日

府投

度増加

成

総

度増加

成

撤
湘
増

覚

書官 年対

機

実



- 48- B 本経済研然

が民間設備投資のそれた下問っていることは，

景気補整政策の過棋で公共部門への投資配分が

相対的に犠牲lとされてきずたことも示している。

って 8'"'-'9

%の安定的な伸び率で推移しているが，重要な

ことは実糞GNPの伸び家主主常に下図っていた

ことである。これに対し，輪出は12.3%，14.9 

%， 16.2%とGNP以上のきE遼免震向をもって

上昇L，高度成長通報でいかに輸出が急速に拡

大したかを物揺っている。

これらの各顎闘の成長率格差は必然的に日

させた。このことは，

NP構成比からはっきりとつ

る。招和30年から45年の15

ウエート辻 9 %台からお

い政府投資のそれもさ%

した。また，輪出のウニじ

ら13%台へと増大した。こ

L，イ白人消費支出のウニ尽ートは62%台から鉛%

を明るところ1まで著しく鑑下L，政府消費のそ

れも14%から 7%へと半減してしまった。

このようなタイプの高度成長は， 日本のGN
Pを自由主義世界第2位にまで拡大させ 1人

り闘関所得〈ト勺レ表示〉も新為替レ…トで

」伊

30 

No. 2 

ギリスの水準にmるところ 1まで、き

た。GNPの規模の拡大や， 1人当たり

であると

これまでの成長過程において

したことは事実であり，

詫来の高変成長政策がそれなりの意幾を持って

いたことは，戦後の窮乏時代名f知る穏ならば杏

ことができないであろう。しかし，

ることと，そのよう

のパターンが望ましいものであったかどうかと

いうことはまた別需題であり， ;J: 

ターンが今後も縦持怒れることが望ま

しいということを意味するわけではない。上記

の数字は，これまでの日本経済の高度成長がま

さに英語設備投資主導・輸出様先提守あったこ

とを物語っているc こ

にGNPを拡大し，

しい構造上の変化をきi
の社会的アンバランス

せた。調えば，表 1

設備投資に対する

本不足，なかんず〈生活環境施設の著しい不備

そ招来するものであったし，消費率の低下は生

と生活水準の上昇とがかい離しているこ

せたが，

こし，それ

い 激 化 さ

ように，民間

(lO:li:P宅， %~ %) 
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1973. 3 福祉優先・

とを意味L，成長の若手jりに基金かさの実惑がわか

ないという富民の不満安芸送付けている。

2は箆畏箭得の分配蔀を示したもの

るが，この蓄においても高援成長選程を還じて

ぎな構造変化が越とっていることに気づく。

過去15年間において，関民所得に占める法人所

得の比率は 8%から15%へと倍加し，雇用者所

得の比率は50%からへと若干増加したが，

個人業主所得は 37%から 19%へとほぼ、半輯し

これらの数字が示唆することは，第1

のウエートの議下，および産業譲

り，このことは，労麗人口に:s

1次部門の構成比の魚、速な館下や自

を示す統

よって十分立証される。戦後の日本経済は

とそれに伴う資本主義的組織住と

られるが，この結果，組織に嘉す

るものは強者であり，ますぎず富むが，組識か

らはみ出した者は弱者の立場に繁ておかれるこ

とになったc 農村から都市への大量の人口移動

はゑ地域共同体的コミュニティの崩壊会伴い，

機栄のかげに山村にも大都市にも都独な老人，

購入，など公的保護を必要と

くの人々を排出した。表…2の移転支出

ると， 15年諮に4.8%から

5.4 へとわずか0.6ポイント増加したにすぎ

ず，これらの人々に対していかに十分な施策が

なされてこなかったかがわかる。

交通事故，老人問題，医療

住宅の貧困などの

今日の社会が抱えている福祉ギャッ

体的なあらわれであるが，これらは，

GI)φがみグと震われているように，

'h.~元紙か燐ことた加1f..，'-l:>伴 p 、つつ進持した

したものである。そし

て，もし日本競済が今後もこれまでと同じよう

な成長パタ…ンをとるとすれば，これらの問題

はまずまず深刻さを増していくに違いない。明

的なの

あるカミら，

承位、成長と犠祉のかい離グ

-49 

随員の不溌を増大させる。このよう

けるためには，成長パターンの転換が必婆であ

り，それを可誌とするような政葉の転換がなさ

れなければならない。

乙 財政主導・福祉優先制への転換と

経済計画

46年の霞諜遠賀の多角会ヲ欝撃を契壌として，

これまでの畏諮蕊導，輸出寵先翠の

ら内外均衡を達成するために財政主導・

る濯をようやく歩み

うとしている。財政主導・福祉優先型の路

しでは，その具体的内容を別にすれば，

慨にほぼ盟主的合意が薄られていると考えてよ

い。このことは最近発表された「原票選妻子度調

ゃ f勤労者意義寵主主Jなどによっても十分

られる。

しかし，財政主導・

とは一体具体的には何会議、味するのであろう

か。この点に関して，昭和47年度経済白書は福

ヤッブの解、消を挙け三このためのポ Fシー

ミッグスとして， (1)播祉充実のための公共支

(2)義震設築の麓櫨的な?言F言，
(長)金融政震の多様

化，出為替政策の活用，という 5つの柱を提示

した。けれども白書は， どのような福祉水準

どのような具体的ポリシ…除ミッグスによ

って，どのくらいの期間で達成させるのかとい

う，いわゆる宮本経済の長越幾議為るいは或長

路線を議きおしてはいない。これは，もともと

経済岳惑が議去工年関の百本経済の溜薬草と経涜

ることに力点を援されし

日本経済の斑状分析を主眼とし，

期展望やJ義体的政策立案あるし

とに政策シミ品レーションを与えること

としてレないからである。この種のものは，

く経諒審議会から答申される

が譲震としているものである。

また，いわゆる「日本邦島改造論Jは，いま

のところ建築設計二とが描いたズサン
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構想であって，そこには主主体的な財政政策 C翠

税政策，支出政策)， 金融政策， 環境政策，土

地政策考察を含んだ構懇の達成を十分獲付けるよ

うな整会的なダイナミッグ・プ口グラミング会

ていない。端的に言えば，関穣変数と

との罷祭について皆間不拐な，ますよ政策の

効果判断念念く下すことができない単なる選挙

用のパンツレットにすぎず，計画という名に笹

しない。

しいものとした場合，その

ような経演の転換を目

藤田晴誌も指擁するように円以下のような要

件を満たすものでるることが望ましいc

(l) 経済計画における社会的諮問擦の現示

おそれを裏付ける長顛財政計画の策定

(3) 戸ージング・システム?とよ

調整

新しい絞済計画が単なるi作文や今ャッチフレ

らないようにするためには，政策議

目標会できるだけ具体的に数義化して表示する

ことが必要であるc これが(1)の要求するところ

であり，そう

の検討，

績に関する許信など，

り，

種の的確な効果判断ができなくなる。

中央・地方予算の編成などさと経て

どを還じて実施される。ぞれ故，経

とから

なる岱の長期財政計画によって議付けられてい

なければならない。しかし景気変動その他に

よって常に計総に在いが生じるであろうから，

単年震予算は経済の患部いかんによって変更さ

れねばならない。問題はそのよう

の実現そのものを阻害し

、ようにすることにある。そのためには，

若手変予算を中期財政計蕗の中で ((3)の戸}リン

グ・システムによって〉世ーヲング'd喰ながら

長期計闘に詮って調整しなければならない。

ヌド論は，受難?グロ・そデJしを用いて虫とし

て(1)およびに関する 1つの具体案さと試論とし

て長換しようとするものである。もちろん， (1) 

現

きものであるが，財政主導・

換が観念的に閤詩的合意が得られているとして

も，まずな怒れるべきことはどのよう

どの程震に喪現可能なのかを具体的な形で整会

的なワグ議まみの中で描き出してみることであ

る。そのような需報が提供されることによって

初めて摺民の判断や選択は妥当かつ有効なもの

となるからである。

次章以下では，財政主導・福社蜜先製の経詩

への転換の 1つの具体的な蓄をを3 経済モデルと

いう整会的なワク組みのなかで一連の計麗筆と

して護示するわけであるが，転換の基本的方向

は従来の成長パタ…ンとの対誌で震えば大略次

のように示すことができる。

出実質消費比率を上昇させる

る〉。

(2) 資本配分の比議会民間部子うから公共部門

へ移動させる〈民需設備投資比率を引

tj， 公共投資比率を上昇'di主る〉。

泌総出率の上昇の都議。

(日移転所得比率ある

を引き上ぜるc

(6) 民間部門における

せる。

{7) 個人住宅投資比本の上昇。

3. モデル分析による計簡の策定

1ゴスの

前章で指摘した読点、から，われわれは現段曜

における望ましい総合政策フ。ランとして次のよ

うなものを提示する。 (1)塑欝収支の黒字基譲を

し，鞍出優先製産業構造を転換させるとい

う政策目標には，主として内察部の切りよげと

~1) 意義問時号 F量売しい緩ii寄昔f置と財政の主党察粂議員き及率隊 1事72年9jヲ11臼号。
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いう政策手段

と生活水準を引き上ぜるという目

者の夜得税減税と

社会保障支出〈移較支出〉の増大という

という目標達戎には，公

共投資の拡大という手段， (4)物器安窓という政

目標のためには，輸入自治化と独占禁止政策

の強千七，および地価対策としての土地私有の制

くこと地寵給制〉ないしは土地保有税の

〈統館経済の，原理の導入)， (5)公正な

と揺民の余曜増大の議設のためには，休5の増

(6)関民の嬉康宏守り，公

るために，環境水準

染物質排出の規制経〉の設定と強化，および汚

〈拡張された市場原理の適用)，

とされる うために，

親税と公賓の適切な組み合わ佼および金融政策

を含む公憤発行・管理政策等である。これらの

うち， (2)， (3)， (4)， (7)は直接・間接にお政と関

しており，ひっくるめて言えば慰霊文政策であ

り，揺祉充実という長期的課題を主として財政

と為替政策とによって達成しよ

うということになる。

以上の総合政策プランについては，持文的に

は多くの人々があまり異論を持たないであろ

う。しかし，これらには具体捨な方法や数字が

全く盛り込まれていない。開題はこの点である。

例えば，高議祉の実現といっても，具体的な

呂標レベルは明らかでないし，かり

るとして，そ

くらいでだれの負担に

よって鶏われるのかもわからない。もし，これ

らの議設費が留民の税金によって賄われるとし

という

ことになるが，それには讃畏が納得し得るよう

な3主体的な数字が与えられなければならない

ついても十分検討される必要がある。今

そこで，新しい計蹄が真に有効な言語民の米来

対象として意味あるものとなるために

は，既に指摘したように，具体的な数字と方法

とを整合的なワク続みの中で r計画Jとして

の経済譲祉を長い自でみて

ために，どのような成長カを実現してゆくかと

いう道程を明らかにし，そのための最も効果的

な敬譲手段を選択し実行することにあるから，

クロ・モデルが1つの有用な道具となる。主主い

にもわれわれは経済企画庁経済研究所で開

し，日本経済研究ゼンターで改定した f2部門

成長モデルj っている汽そこでこのモデ

ノレさと用いたシミュレ…ジ滋ン実験によって，信

・福祉寵先型経済の成長路嬢とその具体

的な問題点を捕を出してみることにする。シミ

ι レーション笑畿のために用いられた f2

成長モデルjの方程式体系は次の通りである。

{1) ln Vl/ L1 = -1.376十0.325ln Kp1， -1/ム十O網447(0.1941n Kム→/Ll十0.8061nA/ L1J +0‘∞5Q 

{2l ln Vz/ hqLL2口 -4.033十0.3691匁 pqKKp21，-1/ hqL~+0.100 ln Kg2， -lfhqLL汁 0.026t

賞金率決定式

{3) W2/1う2ロ 0.113十3.391Vd匂LL叶 0.605CWz/P2)_1

労働配分決定式

{4) およ1/L2出 0.302-0.2341n s三/P1十0.7231nCV1/れ)-1

密売総貯蓄関数

(5) S=… 159.460+0.280 V-84.381 Tx十0.350S_1 

{隣人生地投資額数

よるF譲渡成長カの測定』経済会図庁幾済研究所 1971岩手 H>
Model of Economic Growth of Japan， 1906-1968'三Interna:tionalEc開併nicRevi，側" Oct.， 1972. 



- 52- 日 木経済研究

(6)ι=660.294十0.135Vー0.124K"，-1 

生活関連公共投資関数

(7) ln 1ム=3.314+1.021InV+1.4651n U-O. 505lnKふ」

(8) ln U=ー0.227+ 1. 908 ln L2/ L 

民開設備投資関数

(9)ι2=66.045+0.481 LlV2， _1 +0.116 LlV2， _2+0.719ι2， -1 

食料消費関数

同 lnCf=O. 311+0. 1941n(V -5) +0. 750 ln Cj， _1 

製造工業生産指数決定式

山 0=-9. 346+0. 004 V2 

輸出関数
IV2W ，V，、¥

回 InE=-5.970+1. 210 ln Tw-1. 2ln \L~;/五)

IV2ー V2¥
、(12)' InE=-6.107+1.210InTw-1.2Inト些/ー)¥L2W/ L2) (1972年円切り上げ〉

輸入関数

回 lnMf=O. 664+ L 036 ln C f一O.951ln V1， -1 +0. 687 ln Mλ-1 

同，ln Mf=O. 664+1. 042ln Cf一O.951ln V1， -1 +0.680 ln Mf， -1 

(1972年円切り上げ，輸入自由化〉

Mm=l1. 812+17. 3250 

InMo=ー3.818+0.676ln V +0. 552ln Mo， -1 

価格決定式
IVl ，Vべ

仕凶0 仇仰ρか1=一→0.8綿6臼8一-0.175河5仇似(M略M叫町}ν/Cf山一0.3部抑6ωO仇仇(五/L云;)片+1.2却5印O仇仰ρh九2む，

白間) t2弘2=0.0但23+0.231(W古2L2/V2心)_1+0.7371ρ1)1>_1+0.1ロ2(ι22/1ι.p2) -1 1 

貨幣需要方程式

ω:) Ms=-619.923+0.321jうV

投資配分決定式

(瑚 Ig/Ip=s1

(20) Igt/ 1戸=s2

凶 ι22/Ip2=s3

恒等式・技術的定義式

V唱 V2
ρ=V.ρ叶 v.t2

凶

(15) 

ロ司

同

凶

岡

岡

間

側

側

側

帥

V1n=t1V1 

九π=T2V2

V=V1+ V2 
Vη= V1n+ V2n 

1p=lPl+1p2 

ι2=ι21+ι28 

Ig=lg1+1ム+1ム
5=1ミ+ん+I，，+B

L=L1+Lz 

No. Z 

l
i
l
l
1
τ
I
l
l
1
1
1
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鰭 M=M，十M間 +Mo
l将 B口 E-M

倒 Kムおおlみ+(l-01)Kp1， -1 

(紛 KJ!21= 1P21 + (1…o21)K戸21，-1 

ι2=1計〈い02)ι2，-1 
事ち K瓦=L九十(1…Olt)Kん-1

倒 Kム口 (1-on)KY1ペ
締 十(l-Og2)Ko2，-1 

綿 Kg8=1gs+(l…Oy.)Kgs，-1 
総 ιニコKP1十ι2
紛呉=K01十 九 汁Kgs

V口関内総生産 (GDP)

1次部門付加鍛笹

第2次部門付加鐸彊

L= 
L1=第1次務内就業者数

Lzロ第2次部門就業者数

A思議用地面積

Q 気象条件指数

ρ=第2

h=第 2

2 

2次部門の労働の紫

g醤

V1勾=第1

V2勾ニ第2

s=閤

1pロ

l次部門の

目付加髄鶴

自付加制盤

2次蔀Fうの民間総設{麗投資

lpz1=第2次部開の生産力化設傭投資

1pzz=第2次部門の気密公害防止投資

1y=政府総翻定資本形成

1日1=第1次部開の政府総協定資本形成

2次部門の政府総臨定資本芳成

10'口生活関連政府総関定資本形成

ムおお恒人住宅投資

Kp=民鵠資本ストッグ

KP1口第 1次部門の民間資本ストッグ

2次器問の民開資家ストック

2次器内の民賜生産設{障資本ストッ

グ

ロ公共資本ストッグ

Kg1=第 1次部門の公共資本ストッグ

Kyz=第2次部門の公共資本ストヅグ

Kgs=生活関連公共資本ストッグ

Klt口館入住宅ストッグ

C，出食科諸費

E=財貨・サ…ピスの輪出

M=財貨・ガァ…どスの輸入

M，=食料輸入

M惜判長室材料輸入

の鎧輸入

ρ山総合物語指数 (GDPテブレ…ター〉

あ口第 1次部門の錦売物価指数〈第 1次部門

デフレ…ター〉

P2=第2次部門の部発物鶴指数(第2

デフレーター〉

Wz出第2次繋Fうの貨幣賃金率

Tw出世界輸出

九w/Lzw口先瀦6カ震の第2次部門の労激生

産詮指数

Tx=範税・社会保険負担率

β ニ級常海外立支

Uおお人口集中地E主人口の総人口に対する比率

1l1.口現金およ

O 

01=第 1次部丹民間資本ストッグの除却率

02=第2次都内実関資本ストッグの除去手率

2次ifi門の民話おとと彦警守備容立たストッ



-54- 民家緩吉野若手究 NO'. 2 

グのE金持率

5匁=第1次蔀門公共資本ストッグ

S郡=生話寵達公共資本ストック

s為口氏詫住宅ストッグの喪懇率

t=タイム・トレンド

通常，短嘉手翠IIや安定生設業の問題のたあに

は，所得一支出爵係を基礎にして組み立てられ

るケインズ採の有効需要モデルが用いられる。

しかし，このモデルは生産能力商あるいは侯結

盟を鶴表的に取り扱っていないから供給能力の

とする長期計画の分析には不適当で

ある。これに対し，われわれのモデノレの基本的性

格は，潜在生産力の把握を中心とした新古典派

成長モデルである。モテ、ルのワーキングは，資

本の総供給を与える総貯蓄関数とその資本を各

部門・各噴目へ配分する投資関数，および「資

「労働」の資源をフル稼働した場合の第

1次部門(農林水産業〉と第2次部門(拡工

等通信，サービス業〉の供給能

力がどれくらいになるかな与える 2つのグィン

テ…ジ・タイプの生産院数とーによって基本きさに

れている。

これらの生産関数には，推定式から:わかるよ

うに，通常の労犠投入量と民詩資本安夫量だけ

ではなく〆公共資本ストッグの蓋接語・寵妾きさ

な生産力効果を主主るために，

トック(土

Cかんがい〉等のストック〉が，

Z次部門で、は産業譲達公共資本ストッグ

トッめが導

いる。とこれらの公共資本ストックの生

もちろん詫間設婿資本ストックのそれ

よりも小ざし、。

って，

関民の福祉寵先の視点

う国民の生活環境改

せて，生活関連

されており，これから決ま

トッグは，国民の

臨接的には生産力効果

とこらしてある。

して，生

くなる

とこのような箆韓

度挟される

モテソしの基本的設格が濁らかになると，次の

作業は，誌記の総合政策プラン令シミ品レーシ

玄ン分析が可能なよう

策手設変数の数鏡としてまと

る。この場合，

でのお年期とし，シミ品レーシ

60年まで行なうものと 3旬。

為替レートの明りよげと輸入自由化

為替政策と輸入自由化政策は，そデノレ

出入関数のパラメ…ターの変買さによっ

れる。昭和46年末の円切り上げは，

効切り上げ率12%としてインヅットされ，

に食料輸入とその飽輸入についてかなり

った自由化が行なわれるものと惣去をされる。設

た， 48年には実効切り上げ率 5%の

げが行なわれるケースも設定されるo さらに，

チェッタ・ケースとして 5妬の等々
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」四年に者なわれるケースも試算されているが，

こでは結果は搭げないことにする。

1973. 3 

社会保障の充実

社会保障総震の充実を考えるにあたって，

初に認;;$:の社会保障の現校を霞霊祭比較の形で検

討しておく。表-3・

に占ぷうる比率を世界の支要閣について比較した

ものであるc 昭和43年における振替所得の

所得に対する比率を克ると，日本は 5.3% (45 

較比際E議の障保ぷL

"" 
社表-3

A. 振替所得/~議員所得比率 〈だ〉

フランス

17.3 

20.3 

22.1 

西 γ-1ツ

17.6 

16.6 
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13.33 
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2.20 
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0.13 

0.14 

1. 25 

O. 78 
3.28 

1. 67 

0.02 

0.36 

B.社会保療費 (ILOベース1963年)/箆民所得比率

年の比率は5.4%， 46年の推定f蓋vx5.7%)で，

ブメヲヵ 7.5%，イギすス11.0%，スウェーデ

ン13.9%.西ドイツ18.4%. プランス22‘1%に

比べるとはるかに低い。また， B

出の髄民所得に対する比率でみても，資料の関

係で少しまないが沼和38年においてお本は 6.0% 

で，アメザカ8.12%，イギヲス 14.42%，スウ

ェ…デン14.65%，西 γィッ22.31%，フランス

20.17 %に比べて問題なく縫い。 これを l人当

たり社会保障支出の額で箆るならば， 日本の栓
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会保障支出水準の低さは一層明白である。すな

わち，スウェ…テ、ン280.6ドノレ， フランス244.1

FJ入西ドイツ238.01ごlv，イタリア115.0ドル

に対して，日本はわずか32.4ドルにすぎない。

社会保棒の重要な柱は年金，

保護稔付であるが，これらの水準を欧米先進諸

lき上げるためには，震民所得に対す

る移転支出の詑率を相当程度引き上げる必要が

ある O そこで，例えば，

最器のレベノレは霞民生存念である

3300円a'57 

出年金については 2

る。また痘療保険は本人，

給付とする。ささ

も

老齢人口比率

の上界，生活意識および生活パターンの変化な

どによって，今後これらの公的サービス

るとみなければならない。

近年これらへの

しているのは，

変化に伴う社会変動を震換しているとみてよ

し、。

そこで， 日本の社会保障サーピス

みに引きーとげ上記のような諸施策を実施する

とすれば，振替支出をどの穫震増大させればよ

ろうか。昭和57年までにイギヲス以上の

ることを悶指すとすれば 1人当たり

出の

得?こ対ずる比率を46年現在の 5.7%から15%へ

と上昇さ4きればよいと想定する。

社会保障におけるこの際顎を達成するための

どのようになるであろうか。襲名援の社会

雇主，被湾審，政府でそれ

ぞれ 3 分の l という 3~菱沼ぼ均等負担をとって

いる。この場合には，政府負担分は鰻税の形で

殻叙され，裁腿負担分は社会保険負担として徴

収される。また，現在論議の的となっている積

という務欝もそれぞれの方

式の持つ存分富主主主薬が全く奥なるから，

課題として検討されねばならない。しかし，

会保障支出の費用負担をどのような方式によっ

うにしろ，匡視的にみれば‘政府支出水準は

るから数府収入の増加を必要とすること

は明らかである。魚担方式の選択に検討の余地

はあるとしても，ここでは移続支出の増大分だ

けは租税・社会保験負担が増大すると考えるこ

とにしよれすると，昭和57年までに振替支出

iき上げることに

よって租税・社会保設負担率は，対国持総生産

(GDP)比率で惑和46年の 20.8%から 57年

28.8妬く60年30.3%)にまで上昇する。ここで

対GDP比率をとるのは，シミュレーシ霊

験に用いる 2部再成長そデノレが醤舟総生産の概

らなっているからである。

-社会保設負担率の上昇は現

る。しかし，表

4~こd殴るよう?こ，

粗税・社会保険負担率は対思畏所得で見てアメ

ヲヵ 35.6%，イギヲス 45.0%，スウェーデン

部.0%，西ドイツ43.1%，フランス45‘8%であ

り，これに対して日本の上記の負担率上昇は，
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対霞諮習得比率に換算すれば43年の22.8克から

57年の32~33%前後への上昇を露旅するから，

ら60年にかけて予想される日本の 1

たり冨史所得水準からみてそれほど高し

もない。

社会資本の整備

という目標のため

には，公共投資の大幅な鋲大が必要となること

は言うまでもない。例えば， S欧言書都市におけ

る器市公閣の都市人口 1人当たり富積は，パリ

5.8Irl， シカゴ8.7Irl， よそスグワ9.7Irl， アムス

テルダム12.6Irl，ハンブルグ13.1Irlなどは部外

、7.1¥.準であり，他の主要都市は，ベノレロ

ン24.7Irl， ブラングフノント 26.9Irl， ウィ…ン

15.5ni，開ンドン22.8ni，ニユエL …ヨーグ19.2Irl，

ロサンゼノレス24.6niなどである。これに対して

日本の各都市広東京1.15ni，横浜1.32Irl，名

86ni，京都O.99ni，大阪1.42君主神戸2.

97 Irl ，北九州2.52Irlと全くの鑓水準である，

も1撃さ議たり人員数で晃ると，アメ pヵO‘7

A，イギヲス0.7人，スウェーデンOル8人，西ド

イツ 0.9人，フランス1.0人に対して， 日本は

1.2 λであり， 議数から見ればアメジカ，イギ

ロスの約半分にすぎず，さら

この格差はいっそう大きなもの

となるc 下水道普及率もアメロヵ68%，イギリ

ス90%，スウェーデン71%，imγィッ63%，プラ

ンス40%iC対Lて日本は17%である。上水道の

日本79.0ガとかなりの寝室に整備

されており，イギ pス78.7%，ツランス78.5%

らと並んでいるが，アメ予カ92.9%，スウ

うF、ン95.2%，西ドイツ91.0%には及ばない。こ

れらを西欧先進冨水準に引き上げ，さらに廃棄

よび文化体育施

設，その龍〈公婆~漉，労働謡社，国土保全，

蔀然公園等〉にも投資を行なうとすれば，いわ

ゆる生活関連公共投資の必要額はこれ支

績を担当大娠に上回らなければ、ならなし、。

表ーるは，撞社寵先の立場に立って，生活関

と議設省の協力を

よれば，

1

4

1

 

目標と

過密・過疎，公害，主主Eちなど

するためには，いわゆる生活関連公共投資の増

大だけでは不十分である。遠切な地域開発政策

により産業や人口の過密化を妨ょとし，適度な分

菌る必要がある。いわゆる f臼

と並んで，会富

港湾，控港，遺

中心とした産業基盤

題ろう

言受 5 生活稼遼公共施設の隠榛レベノレと爽議室投資額

務 市 公 題 2.8nl 20nl 3，800 

(怒市計蔵主主域人口 1人当たち〉

下水道〈長急速人口/市街地人口〉 35% 97% 22，400 

致府住~ (公窪愛繁一ト公'滋住宅〉 12，800 

よ7t~笈(給水人口/総人口〕 81% 973ぎ 6，250 

64% 97% 1，637 

4，000 

校 6，320 

その惣〈公答関連よ，労畿福祉，国土保全，自然公|

1，653 

16，334 

1f Ef 75，194 

〈注〉 厚生省，
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運輸・送信施設に関する

闘の沼地費を含む昨年額務投資務饗額である。

6の項目

ベ…ス(対GD
しいとする〉で進むものとすれば，われわ

れは悶擦とすべ

ることができる O

同
判

58 

吉田

、-

平均体び率

(%) 

。。表

て達成される。

民開設犠投資の持毒剤

ように思壌として

言十周路採に従って，公共投資と

比率が45年0.368，46年0.456，47年 0.495から

50年0.753，51~53年0.839 (ピーク)， 55年0.7

85， 57年0.731，60年。‘650となるように箆本経

済の成長パタ…ンを誘導する。つまり，これま

24.2 

1ゑ4

42.8 

30.0 

ゑs

と産業譲盤公共投資の総所

どれくらいになるであろうか。この

場合，土地設策および地{高対策がうまくいっ

地舗がこれまで程震の上昇率の範囲におさ

まり，公共用地の取得に支簿がないとすると，

21，500 

10，170 

4，900 

900 

6， 700 

選

湾

受

信

滋

鉄

港

銃

適

をふ財政主導・犠祉寵先裂の経済連繋へと

路線の変更きと塑るわけである。

しかしぺこのためには単なる公共投資の愚大

だけでは不十分であるo なぜならば，

とは漆って，

っており，企業の決意によっ

決定されるからであるα したがって，

投資が福祉関擦の連成の必饗以上に公共投資と

、ように，実関投資を持制しなければ

iならないc このためには，輪出援連制度，

の保護育成措置，産業補助金の撤廃等はもちろ

ん法人税の裂き上げや投資特別控除制度の跨

止ないしは弾力的な運用を喜怒るべきであるo 12 

設備投資資金部からも，時に応じて公定歩

合の引き上ず，策金準備率の引き上げ，窓

制の強化， γ ーケット・7.-ベレーション

共投資が昭和48~57年の10ヵ年で約 177 兆円，

百長岩佐主義守ノ人::H:常務ぷ1()唱年で約183兆円に

の3分の 2以上に達してしまうというような状

態が出現することになる。

そこで，生活箆連公共施設については目標レ

ぺんに対しでほぼ 75認の実現率，ま

、ては目標シベノレに対してほぼ65

L，との現実的な線に沿って

ケースた策定する。この場合，

む生活関謹公共投資は48~57年の10年開につL、

て約137兆円， 60年設でだと約206兆円， I奇じ

く諜築基盤公共投資"は 48~57 年について約133

兆向， 60年までだと約203兆円と見込まれ，

題，公共投資総額の累積額は明和57生存ま

270兆円， 60年までーをお410兆円になる。

り込んだ尽標値は，シミュシ

ーション実験においては公共投資/民間投資比

〈外受変数〉の操作およ

喜善数のパラメ…タ

達するとみられるα

そうすると，

自標レベルの間持達成を企国した場合，かりに

れたとしても公共投資

の予算競模は48~57年において突に 360 兆丹と

いう臨額に議する。このような計聞は，シミ;:t.

レーション実毅から努らかになったのである

が，公共部門と民間部門の資諜配分からいって

も，ぎた財政バランス〈長期貫主設計閥〉からみ

ても非現笑的である。 f列;えば，

続投資比率 Clg/lp 比率〉が計盟期間中 1.0令

く超える事懇が発生してしまうし，財政パ

ランスのうえでは公費金が租税・社会保険収入
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投iと防表---:7
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緩
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学

鏑

属

減
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他

業

業

他

種

金

ノレ

議

の
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料

鉄

製

食

綴
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化

鉄

非
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。そ

非

鉱

そ

会

霊長

造

の

業

労畿時間の鑓結

るいはまた労働政策の一環

として，労働時間の短絡を実在する

る。 とこでは 1臼の平均実労働蒋関を 46

7.78待問， 47年7.時特需から.50年 7時開，日

年6.5時間， 57年 6.30時鰐， 60年 6時間という

ように逓減すると懇窓する。この労働持間数は

外生変数としてインプットされる

公債発行

以上の密標変数ないじ政策変数のうち，ある

ものは外生変数としてそデ、ノレの体系に言支援イン

プットされ，またあるもの試その怒

成するようにそれをコント戸ールするパラメー

ターが操作されるo しかし，

弘政府支出および政府収入〈租税・社会保設

負担〉を政策的に決2をすると，選択のお自室哲ピ

失い，両者のバランス項窓と

されることになる。つ玄り，計器においてもし

租税 i社会保設負担率は社会保障充実政策に伴

う接替支出率の増大分だけ上昇するものとし，

j;たすべて政舟支出項践が先決されるとする

と，公長発行必要額が財政パランス式から必然

的に決まるc

ここでは，政舟の鮪閥はや央・地方一般政府

および政府企業の全体を指すものとする。した

園長安保有の強制といった一議の金

融政策の発動によって，資金のアベイラピヲテ

ィ合コント開ールずる必要がある。

さらに，詣社饗先，環境保全の立場から環

護規準の設定，強fと，

る。表 7は，近年?とおける

の動向念示したものである。

投資額に対する比率払 45年 4.7%. 必 年6.0

%， 47年 8.0%(推定〉としだいに上昇し，お

そらくこの比率は49年からお金手ごろにはピーグ

し， 10.4%ぐらいになるだろう。こ

鈎止投資比率の上昇は，既l'こ述べたように蚕

蚤・間接にある程度設で民間生産設備投資を抑

制jずる檎きをもつに違いない。

このシミュレーシ謹ン分析では，最初，公共

しいものとして

外生的に与え，…瀧の前提とともに内生変数の

植を求める。次に，オヲジナルなモテソレに突っ

て民開設備投資を内生化してシミュレーシ話ン

を行なれそうしてこの結果と穀初の結果とを

しく食い違い，政策言毒自チコエツグ L，
壌の達成が盟難になっ

数に官官述のような規制手段変数な導入して呂額

るように蒋び計算髄を求めるという

やり方をとる。

と己売号:
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地方賓，政府企業債の鮒

財政赤字FDに等しいο

FDは国民所得統計上の政府バラ

ンスBGか

もの

の也の支出を差Lヲ!lv、た
ここではその患の支出の主要なも

のと

いま，

FD: 

BG:政府ノζランス

DG:政時誠{高償却

IG:政府投資

]G:政府在庫投資

SG: 

TI: 

ること

TC:法人税および税外負担

TP:偲人税および税外負担

SI: 

YG:政府の事業所得およ

FGI:海外から政府への移転

CG:政府経常購入

TR:政府から個人への移転

SβC:経常補助金

RG:政府負置利子

FGO:政府から海外への移転

TRPGO:億人か

TS: TI+TC+TPートSI

GRO: YG+FGI+TRPGO 

。

GO: GRO+DG-SBC-]G…FGO 

lGC:公共投資総額

用地費率

BR(T) : 

a: GO比率

TR(T) :社会保険負担率

託 :CG比率

rg:政府負長利子率

FD=BG-

BG=SG+DG…(lG十]G)

SG= TI+ TC+ T:P十SI-トYG十FGI

一(CG+TR十SBC-トRG十FGO)

マあるから，BGは

収入 :TI+TC+TP十SI-トYG十FGI

+TRPGO十DG

支出 :IG+]GートCG十TR十SBC

+RG+FGO 

の差額である。さらに整理して

TSニ TIートTC-ト SI

GRO=YG+FGI+ TRPGO 

GO=GRO十DG… SBC-]G-FGO

とすれば，

BG=(TS+GO)一(1G-トCG十Tめ-RG

となる。

さて，

ぬき

なわち

IGCは用地費

ると長定する。す

IGC=(1+わIG 1ごと0.15(用地費率13%)

である。過去昭和35年藍から45年度までに公共

投資総額に占める用地饗率は5.7%から10.3%

に上昇したc この比率は今後も上昇しょうが，

計画期間中の平均髄令13%と桓定する。以上か

ら，

FDロ (TS-トGO)一(lGC+CG+TR) -RG 

である Q モデル予測儲から FDを算定するため

には上式のそ5識に，

TSt=BR(T)t' V.叫

GOtニニ友Vnt : GOt/Vnt退去の均額〉

Tl込山(Tlぞく立ち45ト{BR(T)t

-BR(T)45} J・Vnt
V叫弓と :CGt!V叫

IGCt= ト1)P2・Igt
RGtにごRGtω1十rgFDt-l

(rg:国管矛IJ子率0.065で代表〉

を代入すれば，近似的に求めることができ?

る330

モデノレのシミュレーシ z

この手;療によって近似鳴に求め

め この計算手続きはあくまで近公営十雲撃のためのものであり，計算方法や綴念総5立に表予の賂惑がないわけではない。例え

ばz 政府消費を過去のまわ守消撃を/GDP比率で求めており， 近年よりはこのイ僚をさ多少蕊く見積もっていると』主いえ，

更に一層高まる可能性が強い。宮t..:，政府在康投資など不確定f設の若手い攻隊は， GOとして一括して計算されている。怒ら

に，政府利子支払い RGft*:l長，…般政府分だけが由民所得勘定に計上1されるべ舎であるが，ここでほ~I守企業分念会めノ
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表-8 ::l三菱外生変数(標準型:ケース1)

労働時間 公害等防除|貯蓄
〈時間〉 投資比率

46 5，214 7.78 0.060 0.384 

47 5，265 7.5告 0.078 0.3虫2

48 5，315 7.39 0.096 0.401 

49 5，362 ?‘20 375，312 22.3 0.667 0.100 0.411 

50 5，408 7.00 407，214 22.8 0.753 0.104 0.420 

51 5，435 6.90 439， 791 23.3 0.839 0.102 0.412 

52 5，462 6.80 474，告94 23.8 0.839 0.100 0.404 

53 5，489 6.70 512，972 24.8 0.839 0.098 0.396 

54 5，517 6.60 554，010 25.8 0.812 0.096 0.388 

55 5，544 6.50 598，331 26.8 0.785 0.094 0.380 

56 5，572 6.40 643，206 27前 8 0.758 0.092 0.372 

57 5，600 6.30 691，446 28.8 0.731 0.090 0.365 

58 5，628 6.20 743，304 29.3 0.704 0.088 0.358 

59 5，656 6.10 799，052 29.8 0.677 0.086 0.351 

60 5，685 6.00 858，981 30.3 0.650 0.084 0.344 

機準型に対する変更

ることが可能であり，それによっ

バランス上どの程農フィ…ジフツレかをチェッグ

ずることができる。

4. シミュレーション結果

以上のような政策シミ払レーシ怒ンの前提，

すなわち， 46年末の 16.88% (柴効切り

12%)の持切り上げと問時に公共投資を拡大

し，特に主主活環護蒐設の拡充，社会保持の究実，

労働時詩の短縮，公害規制基準の強化といった

福祉政策会とったときの主連事外牛努数は妄-8

の還りである。

¥、であるむ

ような政策目標〈計璽密機〉と

数(純外生変数および政策変数〉の下に，

った場合，長期的に日本の経済成長匂

どのようにな

るだろうか。長さEをネ遵・ 3該様字1ト芝居シミ L レーシ

豆ン突毅による

は，表-9のように示される。

よれば，ま

めの大~'ðは， 50年が85兆3550億円 57年

が152兆8200震丹， 60年が 193兆9500憶円であ

る。 45年の実績{穫が56兆5080億円であるから，

今からお年後には，経済のフレームワークは約、

3.4倍になる計算である。この経済規模は，ち

ょうど莞じ60年の子擦である

しかし，この湊$;，土財政赤字の計主主手続き上ではそれ筏ど不当ではない。なぜなら， ~変驚企業分利子支払い会除く場合に
はその代わりiru符喜葬祭所得 YGが減少することになり，財政収支会計?に変化を来たさないからである。むしぶ公震発任

額およびそれに伴う激潔の利子支払額そのものを計算するにはこの方が好都合である o
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画の計題{置が 150兆円で、あるから，ぞれよりも

40兆河大きい。 ぎた， rsヌド弼島改造霊祭jは，

新全総の規模のだいたい1.3-1. 5僚と

られるから，フレームワーグとしてはほぼ「日

本列島改造論jのJそれに見合うと考えてよし、。

成長率でみると，

実讃成長率が12.1%であっ

三手法8.6%. 51~55年が8.89五. .56~60 

%と，いずれの窓務も 9

る。じかし，

るのに対し，

り，

潜枝問内総生

農 林 水 幾分

その他波幾分

労 働 力 人 口 ( 万人〉

その他躍を幾 11 

(75人〉

(万人〉

民間設備投資

政府間定資本形成

個人住匁投 資

輸 出

輸入

常海外収支

製造量工業主主漆指数

総合物価指数

民路殺傍投資ゐ家〈船

翰 泌 率惚〉

輸 入 率くだ〉

料輸入率〈紡

数 〈笑 霊童〉

7. 7 

37，6 

18，3951 

研究 No. 2 

ダウンすると}主L、え， 日本経済は46年か

なおかなり高い成長カを維持し

とみてよいの

このような成長選程において，農林水産業の

ウ単一トはまずまず小さくなり，非農林水

ウエートは逆に高まる。農林水産業の41

く実議〉が2.5%であったのに

し， 46~50年は3.8弘 51~55年は2.3弘 56

-60年は2.4%である。危方，非農林水量業は

それぞれ12.9%.8.9%.ゑ 1%，8.5%の伸び

る。

この結果，謹i村総生産に主める農林水産業部

8.6 

3.3 

5剛 5

3.6 

官審理苦 25悪事費絞はずベてE露軍1145年から計算獲算出の年までちフロー合計。ただし路孝p45空手は災護費銭安j苦いた
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門の比率は，

水準4.
3.7%と現在の西ドイツの

り， 60年には2.8%とアメリカ

(2.9 %)， イギジス (3.1%) 

る。もっとも，これは円切り

また菌諜収支の黒字基諒の対策とし

議虫色謡畿を急速に議

したものであって，食料

の食料消費に対する比率〉は，

の11.2%から50年19.7払 55年34.8%と

し， 60年には57.2%に達する。つまり

の 8%になるわけである。

このような農林水産業と非農林水産業の構成

潜夜箆内総 生 産

塁塁本全水産分

その他産業分

労働力人口〈 万 人 〉

業就業者(万人〉

その他産業就業者(万人〉

閣内総貯蓄(除在庫相当分〕

民鵠設備投資

政府密定資本形成

鏑入住宅 投資

事会 潟

輸 入

経常務外絞文

芸妥 造 工 業 生産指数

資本形成

金活関違法狩盟定資本形成

総合物価指数

民間設備投資比率〈釦

輸 出 主将(船

輸入率〈船

食 料 輸 入 率 C%)

政府画定資本形成
産業基盤政府富定資

累積額
生活関連致府関定資本形成

累積額
毅滋マーケァトシェア(%)
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比の変化を就業人口でみるとどう

労働力人口は羽生存の 5094万人から 60

5685万人〔乎均増加率 0.7%)べと

とが前提されている。こ

う労働力率の器下と

び余設の増大などに伴う

う見込むかによっ省

若手の労i動力入ロの

く，ほぽ妥当なf直とみてよい。

この労働力人口に高める

業者の比率は， 45年の16. から50年12.4%，

55年9.4%へと低落し， 60年には7.1%にまで下
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がるc ちなみに1966年の先進諸国の比率は，ア

メリカ5.5%，イギリス3.4%，西ドイツ10.8%

である。これからすると， 55年ごろこ

10ガラインを劃り，日本経済は本格的な労働力

不足に陥ることが予想される。

これまで日本の高度成長の秘密の 1っとし

て， 貯蓄率の高いことが挙ぜられてきた。

日本の貯蓄率はアメリカ，イギ1).ス，硲ド

イツなどの欧米先進諸謂と北較して途方もなく

高く，しかも総投資に占め

至容が擦立って高いこと

してきた。尽本の常蓄率

生産?こ対するよと率〉は45年40.

近年においてアメヲフ告は 155'五，

%， 西ドイツは 27%で¥，

る。

明らかに日

えば日本の実費消費率は

態は50年ごろま

このころから借入住宅と

ある程度の資産形成に伴

だいに屈折{低昌下するだろう。こ

3章で示した貯蓄関数を用し

トック，資産保有，

貯蓄関数を推計している

年37.8%，55年34.9%，

ているc こ

れよりも高し

さな詫題点

このよう

について

る公共投資(政府

の伸び率は10.9%(生活関連公

12.0%)でるり，これを公共投資/民

ると，この賠聞はすべて30

って，資本配分という観点からみて，

・社会福祉面が軽視され，

とられていたかがわかる。

このシミュレーション実験では，資本配分と

しては公共投資の拡大， とりわけ生活環境施設

宮計踊3諮問の前半50年ごろまでにできるだけ充

せるように策定されている。すなわち，政

府の臨定資本形成の伸び率は， 46~50年18.1

%， 51---55年7.4%，56~60年4.3弘

喜善逮公共投資はそれぞれ21.8%，5骨 0%，5.5% 

と46---50年の語に著しく伸びが高まり，その後

かなり銘るが，全体として公共投資の議対額は

かなりの翠摸を経持する。したがって，ま

業基盤公共投資も哲学の10年間に14.9%，9.5 

%という高い伸び率を示し，列

先宥設資としての役割を果たす。

他方， E芝開設備投資の伸び室容は，

いてそれぞれ2.3%，6.5%， 8.3%と

期聞の20.4%に比べて大関に億落

し，計画期間の半ぼである52，

人消費，個人住宅投資 (3

それぞれ8.3%，8.9%，8.1%)，

資，公共投資等について，ほぼバランスのとれ

た成長パターンをとる。

4ウ

な形て謹成されたとすると，新念総司〉結1.5倍

れることになるが，これは

として約260兆

円できあがることを議味ずる。このシミ ι レー

ション結果では，列島改造檎懇のほぼ7観が実

現されると想定しているから，前詑の 204兆円

という数字は大体妥当なものとみてよい。
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11.7%， 15.0，%， 13.3%ど期待されるほどには

伸び、ない。その結果，経常収支〔突紫〉は，依

然として50年約601億ドル， -55年約79憶ドlV，60 

105寵ドルの黒字である。

、そこで， 48年初おに実効切りょげ率5%

箆8%の切りよげ〉のFI蒋切り上げと

等の拡大のシミュレーシ滋ン実験を行なぜってみ

ると，袋ぶー立の通りであり，経常収支一〈実質〉

は50生存約38龍 γlV，お年約33龍ドノレ， 60年約26

下、ノレと大幅に減少し匿際収党は急速に鵠衡

化に向かい，蒋切りょげの効薬があること

かる。

この場合‘輪出の伸び率は

表-11 シミュレーション5経験ケース盗〈何事専切り上げ7の総菜

震学

輪入，したがって経常収支はどうなる

うか。財貨・サーピスの輸出戸〈実糞〉は，

41"，45年の 5年間， 15.8%伸びたが，間琵りょ

げの結果， 46"，50年13.0%，51"，.55年13.8%，

56"，60年12.7%と伸び率は落ちてくる。しかし

占める包コドのシェアは依然!と Lでし

、に大きくなり， 45年で7.7%であったの

初年11.0%，55年14.3~五， 60年には18.0;?五

る。このことは，ここでの隷出の拡大さ

えも諸外国との摩譲なしには到底実譲できるも

のではないことを意味する。

円切り上げと自由住の挽潔にもカ必ミわ

同期認についてそれぞれ

. 

演

潜在国内総生産

林水産分

その他産業分

労働力人口〔 万 人 〉

農林水E設業就業者間人〉

その他皮塁走就業務問人〉

醤内総貯蓄(除夜遅撃総当分〉

民総設備投資

政府富走資本形成

個人往宅投資

事会 l 出

輸 入

経常海外収

製法工業生皮指数
郡部恥問問忌τ岳官期出資本形成

資本形成

総合物価指数
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て，それぞれ 11.8%，14.0%， 12.9% 

L，輸出の?…ケット・シこにアも関空手10.4%，

55年13.6%，60年17.4%と標準型に比べて 0.6

ポイントほど低落する。これに対し， GDPの

成長率は8.7%，9.0%， 8.5 %とむしろ 0.1"，

0.2ぷイント上昇し，政府固定資本形成も

し為替政策は彊務収支の均衡化，財政志導ー

福役寵先の図書警にとって望ましい政策効果をも

っと欝える。

まずこ，円の蒋切り上げは物価題競に対して

も，わずかで‘はあるがよい影響を与える。

9の標準型ケ}スでは，総合物儲指数は46"，印

年の臨鵠では6‘8%，51~55生存3.6%， 56"，60年

No.2 

3;6 %の上昇と見込まれている。この計算だと

消費者物揺はそれぞれの期間についてだいたい

8.2%， 4.8%， 4.8%の上昇になると予認さFれ

る。明らかに，特?と46"，50生存の期間ではインブ

レ議向があることは定できない。ところが表

-11の月再切り上げケ…スによれば， 46"，50年

の期間についてはインフレの持制効果をもたな

いが，それ以降に対しては 0.2ポイントの物価

下落をもたらす。したがって，もう少し大櫛の

河再現り上げ念行なえば，これ以上の物館上昇

の抑制効果があると期待できる。

表-10と表-12は，生器関連公共投資最譲先

(昭和57年までに商標レベノレを 1∞ガ実現さ

表…12 シミュレ…ション実験ケースlVC貯慈内生〉の結果

57 年 lお年 156~初年i
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せる〉のケースと従来の貯蓄童書向製(高貯蓄率

のケースの計算結果であるc 欝者のケース

で控室しなければならないのは，

1ま下を通じで

かに効果的であるが，経済成長率のダウ γにも

かかわらず、物罷はかえって上昇し，いわばスタ

グフレーションの状態さと呈することであるo

ケースで主主態すべきは，貯蓄率が50年37.5

%， 55年38.4%，57年38.7払 60年39. と上

昇的に捻移し，それに伴ってGDPの成長率と

畏罵設備投資の伶び主義が加速化L その結果，

よび、量済成長と生活水準

のギャッブが拡大し，

、ということである。

最後に，財政パランスはどうなるだろうか。

標準型ケ…スについて財政パランスを幾許して

みると，表-13に示したように， 46年以降毎年

となる。障政赤字幅は 46年約1兆5000寵

47年 3兆5000鐙p]， 48年 5兆3000意門とし

だいに増大し， 50年には 9兆5700寵円と

台に達し，以後55年18兆 540鐙円， 60年には22

兆億3630驚p]となる。

60年の22兆丹の赤字は一見膨大な券字のよう

られるが 60年の経済規模が実質で約

194兆円〈名自給483兆内〉で，中央・地方政

府の歳入総額〈租税収入等プラス社会保験料〉

が 146兆円であり，したがって公僚依存率は劫

15.3%である O

この公費依存率は46年 7.4%， 47年16.0%と

推定されるから， 60年の公債発行額は経済およ

び、財政の規模と国憧依存度からみて大したこと

ではない。むしろ問題は，生活関灘公共投資や

そた中間年次

る。しかもこの中間期間は物盤上昇〈イン

フレ傾向〉によって，中央・地方

急裁にふくらんでくるの例えば47年以降，公費

依存率成金、速に上昇し， 51年， 52年には最高率

32.2%に遣する。少なくとも羽生容から52年にか

の公慣発行額の大きさと経済競漢の露係，

公使依幸子度などからみて，財政法の建設公畿の

原則と市中浪花の震則の踏襲警，公共投書安と民謁

設備投資の競合需重要，イ γ ブレ需題が越とって

くることは必至とみなければならない。

公共投資と畏開設備投資との議合問題は，

3霊祭で塁去に掻携したような方法でチェック

ことができる。い弘原モデルの畏開設備投資

欝教をそのままシステムに内生化し，表 9か

ら関連変数の計算債を代入して民間設機投資の

後一13 財政バランスの捻言十:標準裂ケース 1 〈ぷ悠:10億円〉

公債発行額
公債依存率*

く%)

45 6，437 3，047 239 1.7 

4告 9，996 4，583 1，468 7.4 

47 12，683 告，028 5，46ヲ 22，103 3，534 16.0 

48 15，685 10，383 6，886 26，016 5，313 20.4 

49 18，291 11，654 8，399 29，871 6，902 23.1 

50 21，960 13，005 10，120 34，081 丸570 28.1 

51 26，252 14，698 12，282 39，363 12，668 32.2 

52 29，187 16，503 14，739 45，146 14，491 32.1 

53 32，259 18，670 18，820 53，221 16，180 30.4 
54 34，729 21，013 23，597 62，315 17，188 27.6 

55 37，278 23，626 29，247 72，778 18，054 24.8 

56 40，018 26，512 35，868 84，718 18，871 22.3 

57 42，931 2き，753 43，672 98，493 19，536 19.8 

58 46，983 33，371 50，901 112，389 20，976 18. 7 

59 50，670 37，534 59，407 128，563 21，566 16.8 

60 54，884 42，025 68，931 146，364 22，363 15.3 

*公債依君子~端公後発行額/C公故発行若葉÷怒号琵・社会保険並立;i'ê.l絞入〉
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一部 臼 本経済

ると，この場合の廷努設備投資の伶び

45~50年2.6%.51~55年6.0%， 56~60 

7.7%となる。表-，-9の民間設議投資の伸び

率はそれぞれ2.3%，6.5%， 8.3克だから，

者はそれほど食い違っていない。このことは，

われわれの態定した財政主導・福祉優先型の戎

トッグの不思というよ

うな形で破たんを来たすことはなく，適切なポ

ヲシー・ミッグスが実施されさえすれば， 日

達成は可能であることを意味する。けれども，

自律性を持っているから，

これまでのように企業の計算と決意

て伸びすぎる可能性は十分あって，この

ら財政主導。権益震支製路線が破れる怒れ

がある。したがって，われわれの望ましい霞

を達成するためには，範税政策や金融政策の発

費によって，少なくと t焚質民需設鑓投資の伸

3つの期需についてそれぞれ 3%，6 

%， 8%程度に抑える必要がある。さもなけ

れば，単に成長パターンが綴れるだけでばな

研究 NO.2 

し深部なインブレに見舞われることになるだ

ろう。

この場合，所得分蓄さや資臆分配の開題が鶏と

ってくることにも設意しなければならない。残

念ながら，われわれのよそグんによるシミュレー

シ滋ン実験は，所得分布や資産分布がどのよう

になるかについては容えてくれない。われわれ

の想定と結果からすれば，曜かに高負援とし

て，付加{関越税や主地係者税のような増税，公

債発行の大籍な増加〈次の世代への負担)， 社

自己負担の増加，物僅上昇(46......，50 

年期間における総合物髄指数6.8%の上昇に注

等からみて，所得分寵上かなりの逆存分記

効果をもつが，これは生議環境水準の上昇と

会保障E震での充実によって，所得分配上からも

ある程度設で主当なできるかもしれない。

(1宮72.12.25)

〈成際大学教授〉

〈日本経済研究-tンター研究員〉


